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ポストコロナ医療体制充実宣言（令和5年11月6日）

新型コロナウイルスへの対応を踏まえ、次の感染症拡大への備えを厚生労働省・医療界ともに実施するため、
「デフレ完全脱却のための総合経済対策」（R5.11.2閣議決定）も踏まえつつ、集中的に進めることを共同で
宣言する。

＜新興感染症対応＞

○新型コロナ対応を行った病院・診療所は、都道府県との協議の結果を踏まえ、病床確保や発熱外来を行う

協定締機関となり、新興感染症対応に参画する。

○総合経済対策も踏まえ、個室病床、ゾーニング、簡易陰圧装置等の整備等に取り組む。

○都道府県の予防計画・医療計画（令和6年4月までに策定）において、感染症の流行初期（発生公表から3ヶ

月程度）の体制として、全国で1.9万床の確保病床、1500機関の発熱外来、それ以降の体制として、5.1万床の

確保病床、4.2万機間の発熱外来等を確保する。協定締結作業は令和6年9月を目途に完了する。

＜医療DXの推進＞

○全国医療情報プラットフォームを構築するとともに、マイナ保険証の利用を促進することで、全国いつど

の医療機関等にかかっても切れ目なくより質の高い医療を提供することを可能とする。

○総合経済対策も踏まえ、電子カルテ情報共有サービス（仮称）の構築、電子処方箋の活用・普及の推進等

に取り組む。

○電子カルテの標準化対応を順次進める。電子処方箋について導入に向けた環境整備等を行い、できる限り

速やかに導入するよう取り組むとともに、公的病院において可能な限り令和6年度の報酬改定に合わせて導入

するよう大臣より要請する。サイバーセキュリティについて外部ネットワーク接続の安全性検証等を進める。

看護業務について効率化を図る。

日本医師会、日本歯科医師会、日本薬剤師会、日本看護協会、
日本病院会、全日本病院協会、日本医療法人協会、日本精神科病院協会
厚生労働省

趣旨

概要

参加団体
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【目標値】（素案：未確定、予防計画改正により設定）
○流行初期（発生の公表から３か月程度）
新型コロナ発生約１年後(2020年12月)の新型コロナの実績値

○流行初期以降（発生の公表から６か月程度）
新型コロナ対応で確保した最大の体制（2022年12月以降）の
実績値

医療措置協定に係る事前調査の結果（県全体）

①病床確保
目標値
（素案）

事前調査
の結果

目標値と
の比較

流行初期
協定締結医療機関数 － 48 －

確保病床数 229 219 95.6%

流行初期以降
協定締結医療機関数 － 81 －

確保病床数 520 400 76.9%

②発熱外来
目標値
（素案）

事前調査
の結果

目標値と
の比較

流行初期 協定締結医療機関数 597 492 82.4%

流行初期以降 協定締結医療機関数 675 582 86.2%

③自宅療養者等への医療提供
目標値
（素案）

事前調査
の結果

目標値と
の比較

病院・診療所 510 367 72.0%

薬局 422 451 106.9%

訪問看護事業所 51 126 247.1%

④後方支援
目標値
（素案）

事前調査
の結果

目標値と
の比較

協定締結医療機関数 79 109 138.0%

⑤医療人材派遣
目標値
（素案）

事前調査
の結果

目標値と
の比較

医師数 － 14 －

看護師数 － 47 －

その他（PT,OT,ST,薬剤師,事務等） － 11 －

合計 122 72 59.0%

※医療人材派遣の目標値は、全体（医師,看護師,その他）で
122人

県内の医療機関、薬局、訪問看護事業所に御協力いただいた「医療措置協定締結に
係る事前調査」（令和5年11月22現在）の結果は次の通り。
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予防計画改正等に向けた今後のスケジュール（想定）

医療機関等への事前調査開始

事前調査の回答

医療機関等との個別協議

協定締結完了

9月15日〆

9月３０日

11月下旬～

８月

医療措置協定を締結したときは、厚生労働省令で定めるところにより、
当該医療措置協定の内容を公表するものとされています。

県予防計画（素案）意見照会（今回）12月

順次、協定締結４月～

県予防計画の改正（目標値の設定）３月

県予防計画（案）パブリックコメントの実施R6.1～2月
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